
様式第２号（第５の６（１）②関係）

（事業計画書作成担当者）

（基金事業の執行計画） （単位：千円）

再生可能エネルギー等導入推進事業

地域資源活用詳細調査事業

公共施設再生可能エネルギー等導入事業

民間施設再生可能エネルギー等導入推進事業

風力・地熱発電事業等導入支援事業

※事業計画書を提出する年度以外の年度は、執行済額又は執行見込額を記載する。
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（事業計画の概要）

Ｈ２８

前年度設置
に係る分

当該年度設
置に係る分

合計
前年度以前
設置に係る分

当該年度設
置に係る分

合計
前年度以前
設置に係る分

0 ― 282.0 282.0 ― 190.0 190.0 ― 472.0

0 ― 14,203.6 14,203.6 296,046.7 15,768.0 311,814.7 183,960.0 509,978.3

0 ― 0.2 0.2 ― 0.1 0.1 ― 0.3

0 ― 6.5 6.5 133.1 7.2 140.3 82.7 229.5

0 ― 246.7 246.7 ― 121.4 121.4 ― 368.1

※事業計画書を提出する年度以外の年度は、実施済。それ以外は見込を記載する。

平成２５年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（各年度計画書）

計画の成果目標

兵庫県・市町

兵庫県環境保全基金

計画の期間

平成25年度計画概要

平成25年度 交付対象

H26

H25項目

（平成25年度計画書）

計画の名称

・目的・概要
防災対策の推進による県民の安全・安心の確保及び環境負荷の少ない持続可能な低炭素社会の実現のため、再生可能エネルギー等の地域資源を活用した災害に強い自立・分散型エネルギーシステムの導入を支援し、環境先進地域（エコタウン）を構築する
ことを目的としているが、本基金を活用して、地域の防災拠点や災害時等に地域住民の生活等に不可欠な都市機能を維持することが必要な公共施設において再生可能エネルギー等の導入を進める。
【全体計画書からの事業内容変更】

平成２５年７月末に提出した全体事業計画について、その後の県・市町配分額決定に伴い、事業内容の精査・見直しを行ったことにより、事業内容等を以下のとおり変更した。
・機能別導入施設数 （成果目標）

行政機能の維持 ７施設 → ２０施設 導入する再エネ設備の定格出力（kW） 343.7 → 472.0
避難所の確保 ３６施設 → ２４施設 導入した再生可能エネルギー等による発電量（kWh） 387,226.2 →509,978.3

・重点的推進施設数 防災施設における再生可能エネルギーの普及率（％） 0.5 → 0.3
庁舎・公民館 ６カ所 → １０カ所 二酸化炭素削減効果（t-ＣＯ2） 174.4 → 229.5
学校・体育館 ３０カ所 → １７カ所 蓄電容量（kWh） 440.0 → 368.1
社会福祉施設 ５カ所 → ５カ所
消防署 ２カ所 → ３カ所
水防倉庫 ０カ所 → ９カ所

【平成25年度各事業メニューの概要】
①地域資源活用詳細調査事業

本事業メニューにおいては、①導入拠点調査の実施、②評価委員会の開催、③その他基金事業の執行にあたり必要な経費の執行を予定している。

②公共施設再生可能エネルギー等導入事業
旧五国（摂津、播磨、但馬、丹波、淡路）の多様な地域特性を活かした再生可能エネルギーの導入により、①地球温暖化防止への貢献、②電力需給逼迫時のピークカットの寄与、③災害時に備え再生可能エネルギーによる自立・分散型電源の確保の達成を

目的とし、平成25年度においては、南あわじ市の指定避難所である小学校に太陽光発電設備等の導入に向けた実施設計を行い、東南海・南海地震等の巨大災害に伴う系統電力断絶時にも維持可能な地域の避難拠点の整備を急ぐ。

・機能別導入施設数
避難所の確保 １施設

・重点的推進施設数
学校 １カ所

H27

合計

（成果目標）
右表に示すとおり、非常時であっても一定程度の持続的なエネルギー供給の確保を
推進することを平成２７年度までの目標とする。

防災拠点における再生可能エネ
ルギーの普及率 （％）

蓄電容量 （kWh）

二酸化炭素削減効果 （ｔ－CO2)

導入する再エネ設備の定格出力
（ｋW）

導入した再生可能エネルギー等
による発電量 （ｋWｈ）



（事業計画の概要）

蓄電池の導入価格の単価については、業者見積もり価格とした。

設計監理費については、県土整備部積算単価及び見積もり価格を参考に算出した。

●導入設備等の発電量又は熱供給量等の単位あたりの価格の妥当性を検証する方法
上記市場価格の推移の把握とともに、工事発注にあたり設計額が妥当か（過大でないか）の確認を行うとともに、工事完成後、各施設の発電量等の実績を把握し、単位あたりの発電量の確認を行う。

また、発電容量と蓄電池の容量については、不釣り合いのないようにする。

防災拠点（庁舎10kW、消防署10kW）
避難所（学校：10～20kW 400人、社会福祉施設10～20kW 400人、公民館10kW 200人）

県事業、市町事業のほか、他県の発注実績等を情報収集することにより市場価格の推移を把握する。
また、大手業者の取引事例（公共関連）についても情報収集する。

●再生可能エネルギー等設備の導入容量の考え方
太陽光発電設備の導入容量については、災害時に電力会社からの電力供給が遮断された際に、当該施設において必要とされる最低限の機能ｊを維持することができる規模とし、概ね以下施設区分を基本とする。

（価格根拠）
太陽光発電設備の導入価格の単価については、兵庫県のH23～H24発注実績単価及び業者見積もり価格を参考とした。

●再生可能エネルギー等設備の市場価格の推移を把握する方法

価格根拠、導入容量の考え方

再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（各年度計画書）

計画の名称 兵庫県環境保全基金



（基金事業の内容） （単位：千円）

※適宜、行を追加する。

28000-
25-1-002

28000-
25-1-003

（平成25年度計画書）

基金充当額

平成25年度

28000-
25-1-001

導入拠点調査の実施

平成２５年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（各年度計画書）

（１）地域資源活用詳細調査事業

事業番号

事業実施時期

備考事業内容 事業費の算出根拠

合計 単独費

評価委員会の開催

その他基金事業の執行にあたり必要な経費



（基金事業の内容）

事業内容① 事業内容② 事業内容③ 事業内容④ 基金充当額 単独費

28000-26-2-001
兵庫県再生可能エネル

ギー等導入事業
兵庫県 直轄 学校 太陽光 140.0 7

リチウム蓄
電池

70.0 7
屋内高所

照明
4 7 147,168.0 66.2

28000-26-2-002
兵庫県再生可能エネル

ギー等導入事業
兵庫県 直轄 社会福祉施設 太陽光 25.0 1

リチウム蓄
電池

22.0 1 1 26,280.0 11.8

28000-27-2-001
兵庫県再生可能エネル

ギー等導入事業
兵庫県 直轄 学校 太陽光 140.0 7

リチウム蓄
電池

70.0 7
屋内高所

照明
4 7 147,168.0 66.2

28202-26-2-001
尼崎市再生可能エネル

ギー等導入事業
尼崎市 補助 消防署 太陽光 5.0 1

リチウム蓄
電池

6.0 1 1 5,256.0 2.4

28202-26-2-002
尼崎市再生可能エネル

ギー等導入事業
尼崎市 補助 庁舎 太陽光 10.0 1

リチウム蓄
電池

15.0 1 1 10,512.0 4.7

28202-26-2-003
尼崎市再生可能エネル

ギー等導入事業
尼崎市 補助 水防倉庫 太陽光 0.9 9

リチウム蓄
電池

6.5 9
太陽光蓄
電池併設
型LED灯

1.5 9 9 946.1 0.4

28204-26-2-001
西宮市再生可能エネル

ギー等導入事業
西宮市 補助 学校 太陽光 30.0 2

リチウム蓄
電池

30.0 2 2 39,420.0 17.8

28207-26-2-001
伊丹市再生可能エネル

ギー等導入事業
伊丹市 補助 庁舎 太陽光 0.5 5

リチウム蓄
電池

7.2 5
太陽光蓄
電池併設
型LED灯

0.1 5 1 269.2 0.2

28207-27-2-001
伊丹市再生可能エネル

ギー等導入事業
伊丹市 補助 社会福祉施設 太陽光 10.0 1

リチウム蓄
電池

15.0 1 1 10,512.0 4.7

28214-27-2-001
宝塚市再生可能エネル

ギー等導入事業
宝塚市 補助 消防署 太陽光 10.0 1

リチウム蓄
電池

3.2 1
高効率空

調
8 1 10,512.0 4.8

28214-27-2-002
宝塚市再生可能エネル

ギー等導入事業
宝塚市 補助 消防署 太陽光 10.0 1

リチウム蓄
電池

3.2 1
高効率空

調
3 1 10,512.0 4.8

28223-26-2-001
丹波市再生可能エネル

ギー等導入事業
丹波市 補助 公民館 太陽光 20.4 2

リチウム蓄
電池

30.0 2 2 23,231.0 10.4

28223-26-2-002
丹波市再生可能エネル

ギー等導入事業
丹波市 補助 社会福祉施設 太陽光 10.2 1

リチウム蓄
電池

15.0 1 1 11,616.0 5.2

28205-26-2-001
洲本市再生可能エネル

ギー等導入事業
洲本市 補助 社会福祉施設 太陽光 10.0 1

リチウム蓄
電池

15.0 1 1 12,264.0 5.5

28205-26-2-002
洲本市再生可能エネル

ギー等導入事業
洲本市 補助 庁舎 太陽光 10.0 1

リチウム蓄
電池

15.0 1 1 12,264.0 5.5

28224-25-2-001
南あわじ市再生可能エネ

ルギー等導入事業
南あわじ市 補助 学校 太陽光 20.0 1

リチウム蓄
電池

15.0 1 1 21,024.0 9.5

28226-27-2-001
淡路市再生可能エネル

ギー等導入事業
淡路市 補助 庁舎 太陽光 10.0 1

リチウム蓄
電池

15.0 1 1 10,512.0 4.7

28226-27-2-002
淡路市再生可能エネル

ギー等導入事業
淡路市 補助 社会福祉施設 太陽光 10.0 1

リチウム蓄
電池

15.0 1 1 10,512.0 4.7

472.0 44 368.1 44 0 0 1.6 33 40 509,978.3 229.5

※適宜、行を追加する。

事業NO
実施
方法

施設区分

事業内容①
（再生可能エネルギー発電設備）

種別 価格 容量 個数

実施主体事業名

平成25年度再生可能エネルギー等導入推進基金事業計画書（各年度計画書）

(単位：千円）

（２）公共施設再生可能エネルギー等導入事業

（平成25年度計画書）

箇所あたり単価 事業効果 金額

平成25年度

種別 価格

事業内容④
（その他）

事業内容②
（蓄電池）

事業内容③
（未利用エネルギー）

容量 個数 種別 価格 種別

合計

合計 箇所数
発電量
（ｋWh)

二酸化
炭素削
減量
（ｔ－
CO2)

備考

容量 合計個数 価格 容量 個数


